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1. はじめに
科学技術への投資とそこから得られた成果の関係

性を計測・理解することは、科学技術・イノベーショ
ン政策や研究マネジメントを行う様々な局面におい
て重要となる。これらの分析を可能にする基礎とし
て、どういう予算（事業・資金）からどのような成果
（ここでは主にジャーナル論文を想定）が生み出され
たかを可視化するための情報が必要である。
　事業等によるファンディングとその成果を結びつ
ける方法として、論文の謝辞情報の活用が考えられ
る。NISTEP では、論文の謝辞情報の詳細な分析を行
うことで、謝辞中でのファンディング情報の記述状況
を明らかにするとともに、謝辞情報を用いて事業レ
ベルの分析を可能とし、研究者への負担も軽減するた
めの方策として、我が国の公的資金に統一した形式の
課題番号（体系的番号注1）を導入することを提案し、
その実現に向けての取組を行ってきた１、２）。
　これらの取組の結果として、2020年 1月 14日

に、総合科学技術・イノベーション会議事務局が運営
する、競争的研究費に関する関係府省連絡会におい
て、「論文謝辞等における研究費に係る体系的番号の
記載について」の申し合わせ（以降では「体系的番号
に係る申し合わせ」と記述）がなされ3）、各種の事業
に対する体系的番号の付与が進んでいる。
　本稿では、「体系的番号に係る申し合わせ」の概要
を紹介した後、論文の謝辞の分析を通じて体系的番号
の活用が進んでいることを示す。また、体系的番号の
一層の浸透のために、資金配分機関、研究者、学会・
ジャーナルのそれぞれについて求められる取組につ
いて指摘する。

2. 体系的番号に係る申し合わせ
ここでは、「体系的番号に係る申し合わせ」をもと

に、体系的番号の趣旨と対象制度、付与方法、導入及
び運用について概観する。詳細については、「体系的
番号に係る申し合わせ」の本文を参照されたい3）。

科学技術・学術政策研究所（NISTEP）では、論文の謝辞情報を用いて事業レベルの分析を可能とし、研
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注 1	 過去の報告においては、統一課題番号、体系的課題番号という表現を用いているが、体系的番号と同一の概念である。
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択時等に体系的番号を周知するとともに、論文の謝辞
において体系的番号を記載するよう周知を図るとさ
れている。

3. 体系的番号の導入状況の把握
　ここでは、論文の謝辞における体系的番号の記入の
状況を把握した結果を、その手法とともに説明する。
後ほど説明するように、現時点では、論文謝辞への体
系的番号への記述が徹底されている状況にはない。本
稿で体系的番号の出現頻度を示すのは、体系的番号の
導入状況を調べるためであり、各事業の評価に用いる
ことは不適当である。

3.1　論文謝辞データの抽出
　論文謝辞データはクラリベイト社の論文データ
ベースであるWeb	of	Science	Core	Collection
（以降では「WoSCC」と記述）から取得した。取得
の手順は以下のとおりである。
　まず、WoSCCにおいて、出版年（PY）を2019～
2021年、助成金登録番号 (FG) を「JP＊（ここで＊は
任意の文字数のワイルドカード文字である）」として、
Web	of	Scienceの API（Application	Programming	
Interface）を用いて JSON形式により論文情報を取
得した。API によるデータ取得は2022年 3月 7日に
行った注3。
　次に、JSON形式のデータから、各論文について、
WoSCCにおける論文のユニークな ID（アクセッ
ション番号）、論文の出版年、論文中の謝辞の記述を
抽出した。

3.2　体系的番号データの整備
　体系的番号データは、NISTEP のWebサイト7）で
公開されている「【体系的番号一覧（令和 3年 7月 14
日更新）】」から取得した。この一覧から、資金配分機
関、事業・制度名、体系的番号を取得し、JSON形式
で整備した。整備した体系的番号データには約 280
の事業・制度名が収録されている。

3.3　分析方法
　上記で整備した、論文謝辞データと体系的番号デー

2.1　趣旨と対象制度
　「体系的番号に係る申し合わせ」では、「各事業と論
文を適切に紐づけて研究成果・研究動向等との関係
を明らかにし、エビデンスベースの各事業 /各機関の
評価や政策立案等の参考の一つとして活用するため、
研究費ごとに体系的番号を付与するとともに、論文の
謝辞や論文投稿時において体系的番号を記載するよ
う周知徹底を図る」とされている。体系的番号の付与
対象は、競争的研究費の各制度（事業）であり、2020
年度以降実施予定で、番号付与等の準備のできたもの
から順次開始するとされている。なお、2019年度以
前から実施されている事業においても、番号の付与は
可能であり、科学研究費助成事業（以降では「科研費」
と記述）、科学技術振興機構及び日本医療研究開発機
構の各種事業では、先行して体系的番号の導入が行わ
れている4、5、6）。

2.2　体系的番号の付与方法
　体系的番号は、すべての競争的研究費の各事業につ
いて、同じルールで付与することを想定していた。し
かし、関係府省等との調整が進む中で、既に独自に付
与を進めている事業が存在する、事業によって体系的
番号によって把握したい情報の粒度が異なる等の個別
の事情があることが判明し、大きく分けて次の3つの
パターンで付与することとなった。いずれについても、
「JP」から始まる文字列となっている点が特徴である。
(1)　e-Rad（府省共通研究開発管理システム）注2 に

登録されている事業コード（以下、e-Rad 事業
コードという）を利用して体系的番号を付与

(2)　e-Rad 事業コードを利用せず、独自の番号等を
利用して新しく体系的番号を付与

(3)　既に番号を導入済みの事業は、現行の方法で付
与（科研費等）

2.3　体系的番号の導入及び運用
　各事業への体系的番号の付与は関係府省等が行い、
体系的番号と事業名の対応関係の情報については
NISTEP に連絡することとなっている。NISTEP は、
体系的番号のリストをWebサイト7）にて公開して
いる。
　これに加えて、関係府省等は研究者に対し、公募採

注2	 府省共通研究開発管理システム（e-Rad）は、各府省等が所管する競争的研究費制度を中心とした公募型の研究資金
制度について、研究開発管理に係る手続きをオンライン化し、応募受付から実績報告等の一連の業務を支援すると
ともに、研究者への研究開発経費の不合理な重複や過度の集中を回避することを目的とした、府省横断的なシステム
（https://www.e-rad.go.jp/ からの転載 ;	2022 年 3月 17日アクセス）。

注 3	 データ取得に際して、WoSCCのエディション、ドキュメントタイプ等の指定は行っていない。

https://www.e-rad.go.jp/
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資金配分機関 2019 2020 2021 合計

日本学術振興会 24,042 27,683 31,648 83,373
科学技術振興機構 4,634 5,819 7,026 17,479
日本医療研究開発機構 2,463 3,478 4,990 10,931
文部科学省 37 820 1,620 2,477
環境省 126 486 612
新エネルギー・産業技術総合開発機構 80 326 406
総務省 73 130 203
厚生労働省 1 11 97 109
防衛省 31 65 96
農林水産省 4 19 23
合計 31,177 38,126 46,428 115,731

2019 2020 2021 合計

2,610 2,966 3,195 8,771
993 1,111 1,250 3,354
404 424 412 1,240
182 378 460 1,020
130 180 165 475
35 146 195 376
36 145 193 374
23 80 226 329

129 93 78 300

2019 2020 2021 合計

283 373 592 1,248
278 409 493 1,180
283 333 521 1,137
313 364 393 1,070
129 172 338 639
169 220 228 617
76 130 163 369
46 76 231 353
89 102 150 341
49 119 165 333

2019 2020 2021 合計

2 276 480 758
34 177 230 441
1 117 249 367
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戦略的創造研究推進事業ALCA(先端的低炭素化技術開発)

研究成果展開事業センター･オブ･イノベーション（COI）プログラム
研究成果展開事業研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）

事業名
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未来社会創造事業

戦略的創造研究推進事業 新技術シーズ創出：ACCEL

新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事業

創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業

難治性疾患実用化研究事業

革新的先端研究開発支援事業

国家課題対応型研究開発推進事業光・量子飛躍フラッグシッププログラム（Q-LEAP）

ナノテクノロジープラットフォーム

事業名

事業名

脳科学研究戦略推進プログラム

革新的技術による脳機能ネットワークの全容解明プロジェクト

新興・再興感染症研究基盤創生事業

革新的がん医療実用化研究事業

戦略的国際脳科学研究推進プログラム

国家課題対応型研究開発推進事業元素戦略プロジェクト

肝炎等克服実用化研究事業

頻度 割合

1 31,443 55.4%
2 12,073 21.3%
3 5,886 10.4%
4 3,000 5.3%
5 1,687 3.0%
6 973 1.7%
7 628 1.1%
8 370 0.7%
9 223 0.4%

10以上 518 0.9%
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タを用いて、以下の手順で、論文謝辞中に記述されて
いる体系的番号の同定を行った。
　まず、謝辞の記述を、空白記号を用いて分かち書き
した。その際、分かち書きした文字列中に含まれる、
カッコ等の記号は削除した。分かち書きで得られた文
字列のうち、「JP」から始まる文字列を抽出した後、
文字列の最後に含まれるピリオドやカンマ等の記号
を削除した。
　これまでに述べた方法で得られた「JP」から始まる
文字列と、「JP」から始まる体系的番号の文字列を比
較し、完全一致するものを抽出した。その際、体系的
番号の桁数が多いものからマッチングを行った。これ
は、現状では体系的番号の中で、桁数が一番小さいも
のは 9桁、一番大きいものは 16桁であるため、桁数
が小さい体系的番号が、桁数が大きいものに内包され
る可能性があるためである注4。

3.4　分析結果
　論文謝辞データの中で、体系的番号とのマッチン
グがされた論文は 56,801 件であり、その中に延べ
115,731 件の体系的番号が出現していた。この間の
日本の文献数は 407,903 件注5 であるから、大まか
に見積もると 14%程度の論文の謝辞に体系的番号
が記述されていることになる。年別にみると、2019
年は 12%、2020年は 14%、2021年は 16%と着
実に増加している。
　図表 1に体系的番号の出現頻度を示す。1件の体系
的番号を含む論文の割合が最も高く約 55%を占め、

2件（21.3%）、3件（10.4%）と続く。10件以上
の体系的番号が出現している論文も約 1%存在した。
　図表 2に資金配分機関別の体系的番号の出現頻度
（上位 10機関）を示す。一番多いのは日本学術振興
会であり、これに科学技術振興機構、日本医療研究開
発機構が続く。年ごとの推移をみると、「体系的番号
に係る申し合わせ」が出された 2020年以降に、体
系的番号を活用している資金配分機関が広がりを見
せていることが分かる。
　図表 3は、科学技術振興機構、日本医療研究開発機
構、文部科学省について、出現頻度が 300回以上の
事業を示した結果である。なお、出現頻度が最も多い

図表 1　体系的番号の出現頻度

図表 2　資金配分機関別の体系的番号の出現頻度（上位 10 機関）

注 4	 本分析では総務省の戦略的情報通信研究開発推進事業（国際標準獲得型以外）については分析からのぞいた。本事業
の体系的番号は「JP+課題番号（9桁）」の 11桁からなるが、マッチングされた多くの論文謝辞データが他の事業の
書き間違いと判断されたためである。

注 5	 出版年を 2019～2021 年とし、著者住所に Japan を含む文献を 2022年 3月 16日に検索した結果。WoSCCのエ
ディション、ドキュメントタイプ等の指定は行っていない。
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体系的番号_図表データ.xlsx 図表2, 3

資金配分機関 2019 2020 2021 合計

日本学術振興会 24,042 27,683 31,648 83,373
科学技術振興機構 4,634 5,819 7,026 17,479
日本医療研究開発機構 2,463 3,478 4,990 10,931
文部科学省 37 820 1,620 2,477
環境省 126 486 612
新エネルギー・産業技術総合開発機構 80 326 406
総務省 73 130 203
厚生労働省 1 11 97 109
防衛省 31 65 96
農林水産省 4 19 23
合計 31,177 38,126 46,428 115,731

2019 2020 2021 合計

2,610 2,966 3,195 8,771
993 1,111 1,250 3,354
404 424 412 1,240
182 378 460 1,020
130 180 165 475
35 146 195 376
36 145 193 374
23 80 226 329

129 93 78 300

2019 2020 2021 合計

283 373 592 1,248
278 409 493 1,180
283 333 521 1,137
313 364 393 1,070
129 172 338 639
169 220 228 617
76 130 163 369
46 76 231 353
89 102 150 341
49 119 165 333

2019 2020 2021 合計

2 276 480 758
34 177 230 441
1 117 249 367
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成長期を迎えた研究費に係る体系的番号　－現状と更なる浸透のために求められること－

日本学術振興会については、科研費注6 がほぼすべて
を占めている。科学技術振興機構については、戦略的
創造研究推進事業（新技術シーズ創出）のCREST、さ
きがけ、ERATOが出現頻度の上位 3を占めており、
これに未来社会創造事業が続いている。ここで示した
上位 4の事業は、いずれも出現頻度が 1,000 を超え
ている。日本医療研究開発機構については、新興・再
興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事業、
創薬等ライフサイエンス研究支援基盤事業、難治性疾
患実用化研究事業、革新的先端研究開発支援事業が上
位 4となっており、いずれも出現頻度が 1,000 を超
えている。文部科学省については国家課題対応型研究
開発推進事業元素戦略プロジェクト、国家課題対応型
研究開発推進事業光・量子飛躍フラッグシッププロ
グラム（Q-LEAP）、ナノテクノロジープラットフォー
ムが上位 3の事業となっている。
　謝辞の中に書かれている資金配分機関名や事業名

については、表記に多様なバリエーションが存在して
おり、事業レベルの分析を行うには名寄せを行う必要
がある。通常、この名寄せ作業には多くの時間を要す
るが、体系的番号を用いることで事業レベルでの成果
の把握が迅速かつ容易に可能であることが分かる。

4. 最後に
　STI	Horizon2018春号での報告2）では、体系的番号
が一部の資金配分機関において利用されつつある状況
を示した。本稿では、「体系的番号に係る申し合わせ」が
行われた2020年以降に、体系的番号を活用している
資金配分機関が広がりを見せていることを確認した。
また、体系的番号を用いることで事業レベルでの成果
の把握が迅速かつ容易に可能であることも分かった。
　このように体系的番号の活用は進みつつあるが、現
状2019年から2021年の範囲においてWoSCCに

注 6	 科研費については、文部科学省が分担する種目もあるが、ここではすべてを日本学術振興会に計上している。

図表 3　各資金配分機関における出現頻度上位の事業名（300 回以上）
(a)　科学技術振興機構

(b)　日本医療研究開発機構

(c)　文部科学省
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登録されている日本の論文のうち、謝辞に体系的番号
が記述されているものは14%程度である。年別にみ
ると、2019年は12%、2020年は14%、2021年は
16%と着実に増加している。ただし、科研費の課題
データを取りまとめたKAKENデータベースに収録さ
れている成果とWoSCCのマッチングを行った分析
からは、日本の論文（2011～2013年）の52.0%に
科研費が関わっているとの分析結果も得られている8）。
これらを踏まえると、今後、体系的番号の論文謝辞へ
の記述を更に進めていく必要があることが分かる。具
体的には、資金配分機関、研究者、学会・ジャーナル
のそれぞれについて、以下の取組が必要であろう。
　資金配分機関は体系的番号の周知と、論文謝辞への
記載の徹底を継続して呼びかける必要がある。研究者
が、自らが獲得している研究資金の体系的番号を検索
し、体系的番号を用いた謝辞の記述例が出力されるよ
うな検索システムがあれば、謝辞記入の手間を大幅に
低減できるであろう。幅広い議論が必要であるが、公
的資金投入の成果についての説明責任という観点か
らは、謝辞への記述を義務化するといった方向性も考
えられる。

　研究者は、論文を投稿する際には、資金配分機関から
提示されている体系的番号や謝辞の記述方法、ジャー
ナルにおいて記述が求められている事項を改めて確認
し、研究に用いた資金注7 の情報を正しく記述する必要
がある。論文の謝辞をみると、過去に周知された形式
で謝辞が記載されている場合も多いことから、論文を
投稿する際には資金配分機関等が求めている最新の謝
辞等の記述方法を確認することが必要である。
　学会・ジャーナルは、執筆の手引き等で、研究資金
源の記述方法や記述箇所について明記することで、論
文における体系的番号の記述が一層促進されると考
えられる注8。研究資金源の記述は、公的資金を用い
たことに対する説明責任、利益相反状態の開示、いず
れの観点からも重要である。
　2014年の体系的番号の提案から始まり、科研費、
科学技術振興機構や日本医療研究開発機構の事業で
の先行導入、2020年の「体系的番号に係る申し合わ
せ」による適用範囲の拡大を経て、体系的番号の付与
や論文謝辞への記述は成長期を迎えた。今後は、上に
述べたような取組を実施することで、体系的番号が定
着する段階に入っていくことを期待したい。

注7	 これは公的資金に限らない。利益相反状態の開示等の観点から、民間企業等による資金についての記述も求められる。
注 8	 過去の調査1）からは、日本の学会等が主体となって発行しているジャーナルは、執筆の手引きにおいて、資金配分機

関等の寄与の記述について明示的に言及しているものが少ない傾向がみられた。
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